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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第１四半期連結
累計期間

第12期
第１四半期連結
累計期間

第11期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （百万円） 132,310 142,517 559,373

経常利益 （百万円） 8,939 10,783 34,282

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 5,436 8,355 20,764

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,867 8,897 52,965

純資産額 （百万円） 297,597 346,813 341,207

総資産額 （百万円） 721,299 797,091 782,357

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 12.56 19.31 47.98

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.0 40.5 40.5

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。

４．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）第39項に掲げられた定め等

を適用し、当第１四半期連結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益」としております。

 

２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は大陽日酸㈱及び親会社である㈱三菱ケミカルホールディングス、子会社

199社、関連会社115社及びその他の関係会社である三菱化学㈱により構成されており、主として酸素・窒素・アルゴン等

各種工業ガス、ＬＰガス、医療用ガス、特殊ガスの製造・販売及び溶断機器・材料、各種ガス関連機器、空気分離装置の

製造・販売、電子部品の組立・加工・検査、設備メンテナンス並びにステンレス製魔法瓶等の製造・販売を営んでおりま

す。

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月

13日）第39項に掲げられた定め等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」、「少数株

主持分」を「非支配株主持分」としております。

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）における世界経済は、欧州でのギリ

シャ問題による不透明感や、中国をはじめとするアジア地域での伸び悩みが見られるものの、米国ではドル高などに

よる一時的な減速から回復基調に転じています。わが国経済は、円安に支えられ輸出環境が改善し、また設備投資が

増加するなど、緩やかな回復が続いています。

　このような状況の下、当第１四半期連結累計期間における業績は、売上高1,425億17百万円（前年同期比7.7％増

加）、営業利益98億93百万円（同16.6％増加）、経常利益107億83百万円（同20.6％増加）、親会社株主に帰属する

四半期純利益83億55百万円（同53.7％増加）となりました。

 

セグメント業績は、次のとおりであります。

なお、前連結会計年度の第４四半期より、報告セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、一部の費

用の配賦方法を各セグメントの組織変更後の実態に合った合理的な配賦基準に基づき配賦する方法に変更しておりま

す。前第１四半期連結累計期間の各セグメント業績については、変更後の利益又は損失の測定方法により作成してお

ります。

 

① 国内ガス事業

　主力製品であるセパレートガス（酸素・窒素・アルゴン）の売上高は、造船・輸送機器関連が堅調に推移したもの

の、主要関連業界である鉄鋼、化学、エレクトロニクス向けの需要減少等により、前年同期を下回りました。また、

設備投資需要が上向いていることから、空気分離装置及び溶断機器・材料の売上高は大きく増加しました。

　電子材料ガスは、液晶パネル、半導体関連向けの需要が減少し、売上高は前年同期を下回りました。

　メディカル分野では、医療用機器が在宅関連及び病院設備を中心に売上げを順調に伸ばしました。

　ＬＰガスの売上高は、輸入価格の下落により前年同期を大きく下回りました。

　以上の結果、国内ガス事業の売上高は、778億33百万円（前年同期比3.2％減少）、営業利益は、56億５百万円（同

2.7％増加）となりました。

 

② 米国ガス事業

　景気回復と為替による円換算額の増加等により、売上高は前年同期を大幅に上回りました。

　以上の結果、米国ガス事業の売上高は、395億63百万円（前年同期比25.7％増加）、営業利益は原油安によるコス

ト低減効果もあり、21億53百万円（同57.0％増加）となりました。

 

③ アジアガス事業

　産業ガス関連では、ベトナム、フィリピンを中心に窒素の売上げが好調に推移しました。エレクトロニクス関連で

は、台湾、中国、韓国での需要が依然堅調であり、電子材料ガス及び機器が売上げを伸ばしました。

　以上の結果、アジアガス事業の売上高は、176億27百万円（前年同期比20.9％増加）、営業利益は９億65百万円

（同32.4％増加）となりました。

 

④ その他事業

　サーモス事業は、新商品を中心に好調な売れ行きが持続し、売上高は前年同期を大きく上回りました。

　以上の結果、その他事業の売上高は、74億91百万円（前年同期比28.8％増加）、営業利益は15億70百万円（同

22.8％増加）となりました。

 

（２）財政状態の分析
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　当第１四半期連結会計期間末の総資産は7,970億91百万円で、前連結会計年度末比で147億34百万円の増加となって

おります。為替の影響については、USドルの期末日レートが前連結会計年度末に比べ38銭の円高となるなど、約20億

円少なく表示されております。

〔資産の部〕

（流動資産）

　当第１四半期連結会計期間末の流動資産の残高は2,715億３百万円で、前連結会計年度末比で33億97百万円の増加

となっております。仕掛品が27億54百万円の増加となっております。

（固定資産）

　当第１四半期連結会計期間末の固定資産の残高は5,255億88百万円で、前連結会計年度末比で113億37百万円の増加

となっております。有形固定資産が68億60百万円の増加、無形固定資産が55億40百万円の増加、投資その他の資産が

10億63百万円の減少となっております。

〔負債の部〕

（流動負債）

　当第１四半期連結会計期間末の流動負債の残高は1,704億59百万円で、前連結会計年度末比で141億11百万円の減少

となっております。支払手形及び買掛金が40億71百万円、短期借入金が71億９百万円、未払法人税等が45億68百万円

の減少となっております。

（固定負債）

　当第１四半期連結会計期間末の固定負債の残高は2,798億19百万円で、前連結会計年度末比で232億40百万円の増加

となっております。長期借入金が221億91百万円、繰延税金負債が11億58百万円の増加となっております。

〔純資産の部〕

　利益剰余金は、54億94百万円の増加となっております。その他有価証券評価差額金は、主に当社が保有する上場有

価証券の含み益の増加により14億18百万円増加し、141億95百万円となっております。為替換算調整勘定は188億２百

万円、非支配株主持分は238億77百万円となっております。

　以上の結果、純資産の部の合計は3,468億13百万円となり、前連結会計年度末比で56億５百万円の増加となってお

ります。

　なお、自己資本比率は40.5％と前連結会計年度末と変動はありません。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

①当社グループの対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題については重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配するものの在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

②株式会社の支配に関する基本方針

 

②－１ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値を生み出す源泉、当社を支

えるステークホルダーとの信頼関係などを十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を長期的に確保、

向上させる者でなければならないことを基本原則といたします。

また、上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆さまによる自由な取引が認められ

ているものであり、仮に当社株式の大規模な買付行為や買付提案がなされた場合であっても、当該当社株式の大規模

買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するもので

はありません。

これら当社株式の大規模な買付等に応ずるか否かの最終判断は、株主の皆さまのご意思に基づいて行われるべきも

のと考えております。

 

②－２ 基本方針の実現に資する取組み

　当社では、多くの投資家の皆さまに長期的に継続して当社に投資していただくため、また、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を向上させるために、次の取組みを実施しております。

　これらの取組みは、前記当社における会社の支配に関する基本方針の実現に資するものと考えております。

 

　②－２－１ 企業価値向上への取組み

　当社は、平成26年度を初年度とする３ヶ年の中期経営計画「Ortus Stage１」にもとづき、①構造改革、②イノ

ベーション、③グローバリゼーション、④Ｍ＆Ａの４つを戦略の柱として企業価値向上に取り組んでいます。これま

でに低成長が続く国内でのガスの生産・物流体制の合理化、燃料電池自動車の普及のために早急な整備が求められて

いる移動式水素ステーション事業への参入、シェールガスを原料とする米国ルイジアナ州の大型エタンクラッカープ

ロジェクト向けオンサイト案件の受注、東南アジアでの事業拡大を図ることを目的としたシンガポールでの持株会社

の設立および米国でも経済成長率の高いカリフォルニア州でのガス・ディストリビューターの買収等を行いました。

今後も、これら４つの面から企業価値の向上に努めてまいります。

 

　②－２－２ コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化による企業価値向上への取組み

　当社は、企業統治の強化によって常に効率的で健全な経営を行い、必要な施策を適宜実行することが、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益の継続的な増大を図るための重要な課題であると認識し、(ⅰ)取締役会による重要な意

思決定と職務の監督、(ⅱ)グループ全般を視野においた経営管理体制による意思決定の迅速化、(ⅲ)監査役による取

締役の職務執行の監査、(ⅳ)社長直轄の監査室による内部監査の実施等の施策を逐次整備・実行してまいりました。

　また、当社では、経営環境の変化に対応して最適な経営体制を機動的に構築するとともに、各事業年度における経

営責任をより一層明確にするため、取締役の任期を１年と定め、株主の皆さまからの信任を受ける機会を増やしてお

ります。

　更に、当社は、平成14年10月に大陽日酸グループ行動規範を制定し、当社グループ全体の遵法精神と企業倫理の向

上を目指すとともに、有効な内部統制システムを構築し、継続的な改善を図るため、コンプライアンス委員会、リス

クアセスメント委員会、技術リスクマネジメント委員会における活動を通じて、内部統制システムの定着を図ってお

ります。

　当社は、前記の取組み等を通じて株主の皆さまをはじめ取引先や当社社員など当社のステークホルダーとの信頼関

係をより強固なものにしながら、中長期的視野に立って企業価値の安定的な向上を目指してまいります。
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　②－２－３ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定を支配されることを防止

するための取組み

　当社は、平成27年３月19日付「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）の廃止のお知らせ」で開示い

たしましたとおり、同日開催の取締役会において、当社グループを取り巻く経営環境等を考慮し、買収防衛策を廃止

することを決議いたしましたが、今後も引き続き、大規模買付行為を行おうとする者に対しては、その是非を株主の

皆さまが適切に判断するために必要かつ十分な情報を求め、併せて当社取締役会の意見等を開示し、株主の皆さまの

ご検討のための時間の確保に努める等、会社法および金融商品取引法等関係法令の許容する範囲内で適切な措置を講

じてまいります。

 

　②－２－４ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

　当社取締役会は、上記②－２－１および２に記載した各取組みが、②－１に記載した基本方針に従い、当社をはじ

めとする当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものではないと判断しております。

 

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、692百万円であります。なお、当第１

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,600,000,000

計 1,600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 433,092,837 433,092,837
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100

株であります。

計 433,092,837 433,092,837 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 433,092 － 37,344 － 56,433

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。従って、議決権の数は単元株式数変更前の1,000株に基づき記載しております。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

166,000

－
単元株式数は1,000株で

あります。

（相互保有株式）

普通株式

659,000

－ 同上

完全議決権株式（その他）
普通株式

429,386,000
429,386 同上

単元未満株式
普通株式

2,881,837
－

１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 433,092,837 － －

総株主の議決権 － 429,386 －

 

（注）１．単元未満株式には、当社所有の自己株式345株、ニッキフッコー㈱所有の相互保有株式259株及び証券保管振

替機構名義の株式438株が含まれております。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。
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②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有
株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）         

大陽日酸㈱
東京都品川区小山１

－３－26
166,000 － 166,000 0.04

（相互保有株式）         

幸栄運輸㈱
宮城県多賀城市宮内

２－３－２
137,000 116,000 253,000 0.06

ニッキフッコー㈱
広島県呉市広白岳３

－１－52
80,000 116,000 196,000 0.05

宮崎酸素㈱
宮崎県宮崎市祗園２

－140－１
10,000 94,000 104,000 0.02

埼京日酸㈱
埼玉県川口市青木３

－５－１
－ 44,000 44,000 0.01

岡安産業㈱
千葉県船橋市栄町１

－６－20
29,000 8,000 37,000 0.01

仙台日酸㈱
宮城県多賀城市宮内

２－３－２
－ 25,000 25,000 0.01

計 － 422,000 403,000 825,000 0.19

 

　（注）「他人名義所有株式数」欄に記載しております株式の名義は全て「大陽日酸取引先持株会」（東京都品川区小

山１－３－26）であり、同会名義の株式のうち、各社の持分残高の単元部分を記載しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 53,420 52,547

受取手形及び売掛金 150,552 150,951

商品及び製品 30,252 29,754

仕掛品 8,758 11,513

原材料及び貯蔵品 9,782 9,746

繰延税金資産 8,387 7,725

その他 9,470 11,601

貸倒引当金 △2,520 △2,336

流動資産合計 268,105 271,503

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 56,886 57,683

機械装置及び運搬具（純額） 171,756 171,831

土地 38,199 41,357

リース資産（純額） 4,354 4,455

建設仮勘定 19,773 22,152

その他（純額） 33,871 34,220

有形固定資産合計 324,842 331,702

無形固定資産   

のれん 66,471 71,875

その他 25,701 25,838

無形固定資産合計 92,173 97,714

投資その他の資産   

投資有価証券 75,377 73,680

長期貸付金 1,199 1,763

退職給付に係る資産 8,396 8,522

繰延税金資産 2,073 2,068

その他 10,542 10,476

投資等評価引当金 △20 △20

貸倒引当金 △333 △319

投資その他の資産合計 97,235 96,172

固定資産合計 514,251 525,588

資産合計 782,357 797,091
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 77,036 72,965

短期借入金 65,746 58,636

未払法人税等 7,113 2,544

引当金 3,758 3,349

その他 30,915 32,963

流動負債合計 184,570 170,459

固定負債   

社債 45,000 45,000

長期借入金 148,904 171,096

リース債務 4,779 4,856

繰延税金負債 43,451 44,609

執行役員退職慰労引当金 420 381

役員退職慰労引当金 810 820

退職給付に係る負債 3,824 3,795

その他 9,387 9,258

固定負債合計 256,579 279,819

負債合計 441,149 450,278

純資産の部   

株主資本   

資本金 37,344 37,344

資本剰余金 55,955 56,007

利益剰余金 190,957 196,451

自己株式 △232 △233

株主資本合計 284,025 289,570

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,777 14,195

繰延ヘッジ損益 △461 △531

為替換算調整勘定 20,067 18,802

退職給付に係る調整累計額 835 898

その他の包括利益累計額合計 33,219 33,365

非支配株主持分 23,963 23,877

純資産合計 341,207 346,813

負債純資産合計 782,357 797,091
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 132,310 142,517

売上原価 87,954 93,064

売上総利益 44,356 49,452

販売費及び一般管理費 35,872 39,559

営業利益 8,483 9,893

営業外収益   

受取利息 25 38

受取配当金 476 654

負ののれん償却額 12 －

持分法による投資利益 780 797

その他 381 448

営業外収益合計 1,677 1,938

営業外費用   

支払利息 916 895

固定資産除却損 46 40

その他 259 111

営業外費用合計 1,221 1,048

経常利益 8,939 10,783

特別利益   

段階取得に係る差益 － 1,813

特別利益合計 － 1,813

税金等調整前四半期純利益 8,939 12,597

法人税、住民税及び事業税 2,583 3,202

法人税等調整額 597 676

法人税等合計 3,180 3,879

四半期純利益 5,758 8,717

非支配株主に帰属する四半期純利益 321 361

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,436 8,355
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 5,758 8,717

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,651 1,458

繰延ヘッジ損益 △27 △69

為替換算調整勘定 △3,209 △653

退職給付に係る調整額 71 65

持分法適用会社に対する持分相当額 △377 △620

その他の包括利益合計 △1,890 179

四半期包括利益 3,867 8,897

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,616 8,502

非支配株主に係る四半期包括利益 250 394
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１．連結の範囲の重要な変更

（１）連結の範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間より、Sims Welding Supply Co., Inc.は株式を取得したため、TNSC (Thailand)

Co., Ltd.は新たに設立したため、Matheson Specialty Gas (Xi'an) Co., Ltd.、Matheson Tri-Gas Internati

onal, Ltd.、Specialty Chemical Products, Ltd.、Matheson Tri-Gas Luxembourg (SARL)、Nippon Cutting &

Welding Equipment Co., Ltd.、Taiyo Nippon Sanso Clark, Inc.、撫順大陽日酸気体有限公司は重要性が増し

たため、Air Products Industry Co., Ltd.は株式の追加取得により持分法適用会社から連結の範囲に含めてお

ります。また、大陽日酸エネルギー関東㈱、大陽日酸エネルギー中部㈱、大陽日酸エネルギー九州㈱及びサーン

ガス四国㈱は平成27年４月１日付で大陽日酸エネルギー中国㈱に吸収合併されたため、MTG Funding L.L.C.は

Matheson Tri-Gas, Inc.に吸収合併されたため、連結の範囲から除いております。大陽日酸エネルギー中国㈱

は平成27年４月１日付で社名を大陽日酸エネルギー㈱に変更しております。

（２）変更後の連結子会社の数

 164社

 

２．持分法適用の範囲の重要な変更

（１）持分法適用の範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間より、alfi GmbHは株式を取得したため、PT. Samator Taiyo Nippon Sanso Indo

nesiaは重要性が増したため、持分法適用の範囲に含めております。また、Air Products Industry Co., Ltd.

は連結の範囲に含めたため、持分法適用の範囲から除いております。

（２）変更後の持分法適用会社の数

 28社

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）第39項に掲げられた定め等を当

第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示

の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度につ

いては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１．偶発債務

　連結会社以外の下記会社に対して銀行借入等の債務保証及び保証予約等を行っております。

(1)　債務保証

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

SKC airgas,Inc. 1,107百万円 SKC airgas,Inc. 1,114百万円

㈱京葉水素 172　〃 ㈱京葉水素 161　〃

サーンガス共和㈱ 85　〃 サーンガス共和㈱ 83　〃

川口總合ガスセンター㈱ 77　〃 川口總合ガスセンター㈱ 65　〃

その他５社 1,030　〃 その他４社 1,012　〃

計 2,473　〃 計 2,436　〃

（注）その他には、従業員の持家援助制度に基づく銀行借入に対する債務保証として、前連結会計年度970百万

円、当第１四半期連結会計期間960百万円が含まれております。

 

(2)　再保証及び保証予約等

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

共同出資者による再保証 163百万円 147百万円

保証予約等 39　〃 34　〃

上記金額は、債務保証の額に含まれております。

 

 

２．債権流動化による譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形 1,791百万円 1,770百万円

 

 

３．受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形割引高 2百万円 －百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額（負ののれんの償却額

を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 8,830百万円 9,666百万円

のれんの償却額 1,261　〃 1,390　〃
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 2,598 6 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 3,030 7 平成27年３月31日 平成27年６月24日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）

四半期連結

損益計算書

計上額 
国内ガス

事業

米国ガス

事業

アジアガス

事業
その他事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 80,430 31,480 14,584 5,815 132,310 － 132,310

セグメント間の内部

売上高又は振替高 865 1,293 248 173 2,580 △2,580 －

計 81,295 32,774 14,833 5,988 134,891 △2,580 132,310

セグメント利益

（営業利益）
5,459 1,371 729 1,278 8,838 △354 8,483

（注）セグメント利益の調整額△354百万円には、セグメント間取引消去19百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△374百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに配分していない基礎研究

費用等です。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）

四半期連結

損益計算書

計上額 
国内ガス

事業

米国ガス

事業

アジアガス

事業
その他事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 77,833 39,563 17,627 7,491 142,517 － 142,517

セグメント間の内部

売上高又は振替高 1,980 1,526 728 152 4,387 △4,387 －

計 79,813 41,090 18,356 7,644 146,904 △4,387 142,517

セグメント利益

（営業利益）
5,605 2,153 965 1,570 10,294 △401 9,893

（注）セグメント利益の調整額△401百万円には、セグメント間取引消去△41百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△360百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに配分していない基礎研

究費用等です。

 

Ⅲ　報告セグメントの変更等に関する事項
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（事業セグメントの利益又は損失の測定方法の変更）

　前連結会計年度の第４四半期より、報告セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、一部の費用の配

賦方法を各セグメントの組織変更後の実態に合った合理的な配賦基準に基づき配賦する方法に変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間の「報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報」は、

変更後の利益又は損失の測定方法により作成しております。

　この結果、前第１四半期連結累計期間のセグメント利益（営業利益）は、「国内ガス事業」で56百万円増加、

「米国ガス事業」で16百万円減少、「アジアガス事業」で40百万円減少しております。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 12円56銭 19円31銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
5,436 8,355

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（百万円）
5,436 8,355

普通株式の期中平均株式数（千株） 432,861 432,777

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（重要な子会社の設立及び株式取得による会社等の買収）

当社は、平成27年７月21日開催の当社取締役会において、以下のとおり豪州に子会社を設立し、同社を通じて豪州

でＬＰＧ及び産業ガスの販売等をおこなうRenegade Gas Pty Ltd（以下、「RGP社」）の発行済株式の100％を取得す

ることを決議いたしました。RGP社は、平成27年７月31日に当社の子会社となりました。

 

１．TNSC (Australia) Pty Ltdの設立

(１)重要な子会社の設立及び目的

　当社は、Renegade Gas Pty Ltd株式の取得及び保有を目的として、TNSC (Australia) Pty Ltdを設立いたしました。

 

(２)設立した会社の名称、所在地、事業の内容

①設立企業の名称　　　TNSC (Australia) Pty Ltd

②所在地　　　　　　　豪州ニューサウスウェールズ州

③事業の内容　　　　　Renegade Gas Pty Ltd の株式保有による事業活動の支配・管理

 

(３)出資金及び出資比率

①資本金　　　　　　　106百万豪ドル

②出資比率　　　　　　当社　　　　　　　　　85％

　　　　　　　　　　　Mark Michalowsky 氏 13.5％

　　　　　　　　　　　Paul Berman 氏      1.5％

 

 

２．Renegade Gas Pty Ltd株式の取得について

(１)買収の目的

　当社は、中期経営計画”Ortus Stage 1”の戦略の一つであるグローバリゼーションの目標達成に向け、事業地域

を拡大すべく未進出国への事業展開について検討をすすめております。豪州は世界12位のGDP規模を持ち、先進国の

中では高い年率１～２％という人口増加率に支えられ、住宅投資や個人消費の伸びにより、今後も年率３％程度の堅

調な経済成長が見込まれております。産業ガス市場としては、住宅建設やインフラ関連需要の堅調な伸びに加え、資

源・エネルギー関連での新たな需要も期待されております。

　RGP社を豪州並びにオセアニアの産業ガス市場開拓のための橋頭堡とし、同社の既存ネットワークを活用した取扱

い製品の拡充や事業地域の拡大を図ります。

　当社グループ会社とのシナジー効果も発揮させ、豪州における確固たる産業ガス事業基盤の確立に向け、取組みを

開始いたします。

 

(２)株式取得の相手方の名称

Renegade Gas Pty Ltdの全株主

 

(３)買収する会社の名称、事業内容、規模

名称         Renegade Gas Pty Ltd

事業内容     ＬＰＧ及び各種産業ガスの充填・販売、関連機器の販売並びにレンタル

規模         （平成26年６月期）

資本金       ３百万豪ドル

純資産       26百万豪ドル

総資産       69百万豪ドル

売上高       64百万豪ドル
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(４)株式取得の時期

平成27年７月31日

 

(５)取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

取得する株式の数              1,666,666株

取得価額                      未定

取得後の持分比率              100％

 

(６)支払資金の調達方法

金融機関からの借入金
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成２７年８月５日

大陽日酸株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中村　和臣　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 楢崎　律子　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寒河江　祐一郎　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大陽日酸株式

会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７年４月１

日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大陽日酸株式会社及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

　（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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